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  第６号議案   

 

専決処分の承認について 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により綾瀬市国民健康保険税条例の一部を改正

する条例について、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、

承認を求めます。 

令和６年２月２６日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由 

 

（提案理由） 

地方税法の改正に伴い、綾瀬市国民健康保険税条例の一部改正について、緊急を要

し専決処分したので、報告し、承認を求めるものであります。 
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専  決  処  分  書 

 

綾瀬市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分す

る。 

 

   綾瀬市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 綾瀬市国民健康保険税条例（昭和３２年綾瀬町条例第４号）の一部を次のように改

正する。 

第１２条に次の１項を加える。 

３ 国民健康保険税の納税義務者の属する世帯に地方税法施行令第５６条の８９第４

項第１号に規定する出産被保険者（以下「出産被保険者」という。）がある場合に

おける当該納税義務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割額（第１項の規

定による減額が行われた場合にあつては、その減額後の被保険者均等割額）は、当

該所得割額及び被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める額を減額して得た額とする。 

(1) 出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 当該出産被保険者につき第４条の

規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の出産の予

定日（地方税法施行規則第２４条の３０の５に定める場合には、出産の日。以下

同じ。）の属する月（以下「出産予定月」という。）の前月（多胎妊娠の場合に

は、３月前）から出産予定月の翌々月までの期間（以下「産前産後期間」という。

）のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(2) 出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 当該出産被保険者につき

第６条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項の規定による減額が行わ

れた場合にあつては、その減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当

該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(3) 出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額 当該出産被保険者

につき第６条の３の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出産

被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(4) 出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険者均等割額 当該出産

○写  
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被保険者につき第６条の４の規定により算定した被保険者均等割額（第１項の規

定による減額が行われた場合にあつては、その減額後の被保険者均等割額）の１

２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数

を乗じて得た額 

(5) 出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得割額 当該出産被保険者につき第

７条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産

前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

(6) 出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均等割額 当該出産被保険者

につき第８条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項の規定による減額

が行われた場合にあつては、その減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額

に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た

額 

第１２条の２中「第１３条の２」を「第１５条」に改める。 

 第１５条を第１９条とし、第１４条を第１８条とし、第１３条の４を第１７条とし、

第１３条の３を第１６条とし、第１３条の２を第１５条とし、第１３条の次に次の１

条を加える。 

 （出産被保険者に係る届出） 

第１４条 国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属する場合には、

規則で定めるところにより、出産被保険者の氏名、出産の予定日その他必要な事項

を市長に届け出なければならない。 

２ 前項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前から行うことが

できる。 

３ 市長は、第１項の規定に基づき届け出られるべき事項を公簿等によつて確認する

ことができるときは、当該届出を省略させることができる。 

 附則第１４項中「第１３条の３第２項」を「第１６条第２項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 改正後の第１２条第３項の規定による国民健康保険税の減額に係る手続その他の
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必要な行為は、この条例の施行の日前においても行うことができる。 

（経過措置） 

３ 改正後の第１２条第３項の規定は、令和５年度分の国民健康保険税のうち令和６

年１月以後の期間に係るもの及び令和６年度以後の年度分の国民健康保険税につい

て適用し、令和５年度分の国民健康保険税のうち令和５年１２月以前の期間に係る

もの及び令和４年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

  令和５年１２月１８日 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

 理  由 

地方税法の改正に伴い、綾瀬市国民健康保険税条例の一部改正について、緊急を要

するので、地方自治法第１７９条第１項の規定により専決処分する。 
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第７号議案  

 

綾瀬市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 綾瀬市手数料条例（昭和２９年綾瀬町条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

 別表の６ 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号。次の表において「法」という。）

関係手数料の表(1) の項中「第１２０条第１項」の次に「、第１２０条の２第１項」

を加え、「磁気ディスクをもつて調整された戸籍に記録されている事項の全部若しく

は一部を証明した書面」を「戸籍証明書」に改め、同表(6) の項中「閲覧」の次に「

又は法第１２０条の６第１項の規定に基づく届書等情報の内容を表示したものの閲覧

」を加え、同項を同表(8) の項とし、同表(5) の項中「交付又は」を「交付、」に改

め、「事項の証明書の交付」の次に「又は法第１２０条の６第１項の規定に基づく届

書等情報の内容の証明書の交付」を加え、同項を同表(7) の項とし、同項の前に次の

ように加える。 

(6) 法第１２０条の３第２項の規定に基づく除籍

電子証明書提供用識別符号の発行（情報通信技

術を活用した行政の推進等に関する法律第７条

第１項の規定により同法第６条第１項に規定す

る電子情報処理組織を使用する方法により除籍

電子証明書提供用識別符号の発行を行う場合（

当該発行に係る除籍電子証明書の請求が同項の

規定により同項に規定する電子情報処理組織を

使用する方法により行われた場合に限る。）に

おける当該発行及び除籍電子証明書提供用識別

符号の発行に係る除籍電子証明書の請求を行う

者が同時に当該除籍電子証明書が証明する事項

と同一の事項を証明する除かれた戸籍の謄本若

しくは抄本又は除籍証明書の請求を行う場合に

おける当該発行を除く。） 

１件 ７００円 

別表の６ 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号。次の表において「法」という。）
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関係手数料の表(4) の項を同表(5) の項とし、同表(3) の項中「第１２０条第１項」

の次に「、第１２０条の２第１項」を加え、「磁気ディスクをもつて調整された除か

れた戸籍に記録されている事項の全部若しくは一部を証明した書面」を「除籍証明書

」に改め、同項を同表(4) の項とし、同表(2) の項の次に次のように加える。 

(3) 法第１２０条の３第２項の規定に基づく戸籍

電子証明書提供用識別符号の発行（情報通信技

術を活用した行政の推進等に関する法律（平成

１４年法律第１５１号）第７条第１項の規定に

より同法第６条第１項に規定する電子情報処理

組織を使用する方法（総務省令で定めるものに

限る。以下この表において同じ。）により戸籍

電子証明書提供用識別符号の発行を行う場合（

当該発行に係る戸籍電子証明書の請求が同項の

規定により同項に規定する電子情報処理組織を

使用する方法により行われた場合に限る。）に

おける当該発行及び戸籍電子証明書提供用識別

符号の発行に係る戸籍電子証明書の請求を行う

者が同時に当該戸籍電子証明書が証明する事項

と同一の事項を証明する戸籍の謄本若しくは抄

本又は戸籍証明書の請求を行う場合における当

該発行を除く。） 

１件 ４００円 

   附 則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。 

  令和６年２月２６日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

 （提案理由） 

 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の改正に伴い、所要の改正をいたしたく

提案するものであります。 



11 

第８号議案  

 

綾瀬市手数料条例の一部を改正する条例 

 

綾瀬市手数料条例（昭和２９年綾瀬町条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

 別表の７ 消防法（次の表において「法」という。）関係手数料の表(3) の項のオ

の(ｱ) 中「１，１８０，０００円」を「１，４５０，０００円」に改め、同項のオの

(ｲ) 中「１，４１０，０００円」を「１，７２０，０００円」に改め、同項のオの(ｳ

) 中「１，５９０，０００円」を「１，９２０，０００円」に改め、同項のオの(ｴ)  

中「１，９５０，０００円」を「２，３６０，０００円」に改め、同項のオの(ｵ) 中

「２，２７０，０００円」を「２，７４０，０００円」に改め、同項のオの(ｶ) 中「

４，５５０，０００円」を「５，６４０，０００円」に改め、同項のオの(ｷ) 中「５，

８２０，０００円」を「７，２４０，０００円」に改め、同項のオの(ｸ) 中「７，０

７０，０００円」を「８，７９０，０００円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表の規定は、この条例の施行の日以後に行う申請に係る手数料につい

て適用し、同日前に行う申請に係る手数料については、なお従前の例による。 

  令和６年２月２６日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

 （提案理由） 

 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の改正に伴い、所要の改正をいたしたく

提案するものであります。 



                 

12 

             第９号議案 

 

綾瀬市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 

綾瀬市個人番号の利用に関する条例（平成２７年綾瀬市条例第２４号）の一部を次

のように改正する。 

第２条を次のように改める。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事務」

に改め、同条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事

務」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」に、「当該

特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改める。 

別表第１に次のように加える。 

６ 市長 綾瀬市こども医療費助成条例（平成７年綾瀬市条例第１８号）に

よる医療費助成に関する事務であって規則で定めるもの 

７ 市長 綾瀬市重度障害者医療費助成条例（昭和４９年綾瀬町条例第５号

）による医療費助成に関する事務であって規則で定めるもの 

別表第２の１の項中「支給又は保険料の徴収に関する情報」の次に「（以下「医療

保険給付関係情報」という。）」を加え、同表中 

「 

 

 

 

」を 

「 

 

 

 

 

５ 市長 綾瀬市ひとり親家庭等の医療

費助成に関する条例による医

療費助成に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

地方税関係情報であって規則で定

めるもの 

 

５ 市長 綾瀬市ひとり親家庭等の医療

費助成に関する条例による医

療費助成に関する事務であっ

て規則で定めるもの 

次に掲げる情報であって規則で定

めるもの 

(1) 生活保護関係情報 

(2) 生活困窮外国人の保護関係

情報 
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」に 

改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４条の改正規定は、行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律

（令和５年法律第４８号）附則第１条本文の政令で定める日から施行する。 

  (3) 中国残留邦人等支援給付等

関係情報 

(4) 地方税関係情報 

(5) 医療保険給付関係情報であ

って、国民健康保険の被保険

者の資格に関する情報（以下

「国民健康保険資格関係情報

」という。） 

６ 市長 綾瀬市こども医療費助成条例

による医療費助成に関する事

務であって規則で定めるもの 

次に掲げる情報であって規則で定

めるもの 

(1) 生活保護関係情報 

(2) 生活困窮外国人の保護関係

情報 

(3) 地方税関係情報 

(4) 国民健康保険資格関係情報 

７ 市長 綾瀬市重度障害者医療費助成

条例による医療費助成に関す

る事務であって規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって規則で定

めるもの 

(1) 生活保護関係情報 

(2) 生活困窮外国人の保護関係

情報 

(3) 中国残留邦人等支援給付等

関係情報 

(4) 地方税関係情報 

(5) 国民健康保険資格関係情報 
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  令和６年２月２６日提出 

 

                         綾瀬市長 古 塩 政 由 

 

（提案理由） 

医療保険各法の改正による健康保険証の廃止に伴い、医療費助成事務において健康

保険証情報の情報連携を図るほか、規定の整備を行うため、所要の改正をいたしたく

提案するものであります。 
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第１０号議案  

 

綾瀬市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 （綾瀬市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 綾瀬市一般職の職員の給与に関する条例（昭和２９年綾瀬町条例第６号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「通勤手当」の次に「、在宅勤務等手当」を加える。 

第９条第２項第２号中「額」の次に「（次条第１項の規定により在宅勤務等手当

を支給される職員にあつては、その額から、その額に規則で定める割合を乗じて得

た額を減じた額）」を加える。 

第９条の次に次の１条を加える。 

  （在宅勤務等手当） 

第９条の２ 住居その他これに準ずるものとして規則で定める場所において、正規

の勤務時間（休暇により勤務しない時間その他規則で定める時間を除く。）の全

部を勤務することを、規則で定める期間以上の期間について１箇月当たり平均１

０日を超えて命ぜられた職員には、在宅勤務等手当を支給する。 

２ 在宅勤務等手当の月額は、３，０００円とする。 

３ 前２項に規定するもののほか、在宅勤務等手当の支給に関し必要な事項は、規

則で定める。 

第１９条第１項中「及び第１７条から前条まで」を「、第１７条の２及び前条」

に改め、同条第３項中「及び」を「、」に改め、「第１６条第１項」の次に「及び

第１７条第１項」を加える。 

第１９条の２第１項中「期末手当」の次に「、勤勉手当」を加え、同条第７項中

「期末手当」の次に「及び勤勉手当」を加える。 

別表第２の１級の項中「主事補」を「主事」に改め、同表の２級の項中「主事」

を「高度の知識経験を有する主事」に改め、同表の５級の項中「総括副主幹」を「

主幹」に改め、同表の６級の項中「主幹」を「総括主幹」に改める。 

 （綾瀬市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第２条 綾瀬市技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４４年綾瀬町
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条例第９号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「（昭和２５年法律第２６１号）」の次に「第２２条の２第１項に規定

する会計年度任用職員又は同法」を加え、「又は」を「若しくは」に、「採用され

た職員にあつては」を「採用された職員にあつては、」に改め、「、同法第２２条

の２第１項に規定する会計年度任用職員にあつては扶養手当、住居手当及び勤勉手

当を」を削る。 

 （綾瀬市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第３条 綾瀬市職員の育児休業等に関する条例（平成４年綾瀬市条例第１５号）の一

部を次のように改正する。 

  第５条の３第２項中「（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の

２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）を除

く。）」を削る。 

  第６条中「職員（」の次に「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２

条の２第１項に規定する」を加える。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

  令和６年２月２６日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

（提案理由） 

 地方自治法の改正等に伴い、所要の改正をいたしたく提案するものであります。 
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第１１号議案  

 

綾瀬市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

 

綾瀬市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３８年綾瀬町条例第１９号

）の一部を次のように改正する。 

第２条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

(5) 消防特殊業務手当 

第６条中「消防作業に従事する職員」を「消防職員」に改め、同条の次に次の１条

を加える。 

 （消防特殊業務手当） 

第６条の２ 消防特殊業務手当は、消防職員が次に掲げる業務に従事したときに、別

表に定める基準により支給する。 

(1) 救急救命処置（救急救命士法（平成３年法律第３６号）第４４条第１項に規定

する厚生労働省令で定める救急救命処置をいう。以下同じ。）を行う業務 

(2) 地面又は水面からの高さがおおむね１０メートル以上ある足場の不安定な場所、

揮発油等が散乱して引火のおそれがある場所その他これらに準ずる場所として規

則で定める場所で消防活動を行う業務 

(3) 一酸化炭素、硫化水素その他人体に有害なガスが発生し、若しくは発生するお

それがある場所又は酸素が欠乏している場所において化学防護服又は空気呼吸器

を着装して消防活動を行う業務 

(4) 血液、排せつ物又はおう吐物が付着している傷病者への接触を伴う業務 

(5) 心肺機能停止状態にある傷病者に対する胸骨圧迫心マッサージを行う業務 

(6) 一見して死亡状態と判断できる者又は観察等の結果、死亡状態と判断できる者

を観察する業務 

別表４の項中「職員」を「消防職員」に改め、同表５の項を同表６の項とし、同表

４の項の次に次のように加える。 

５ 消防特殊業務 

手当 

(1) 救急救命処置を行う業務に従事

した消防職員 

１回 ５００円 

(2) 次に掲げる業務に従事した消防 ２００円 
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 職員 

ア 地面又は水面からの高さがお

おむね１０メートル以上ある足

場の不安定な場所、揮発油等が

散乱して引火のおそれがある場

所その他これらに準ずる場所と

して規則で定める場所で消防活

動を行う業務 

イ 一酸化炭素、硫化水素その他

人体に有害なガスが発生し、若

しくは発生するおそれがある場

所又は酸素が欠乏している場所

において化学防護服又は空気呼

吸器を着装して消防活動を行う

業務 

ウ 血液、排せつ物又はおう吐物

が付着している傷病者への接触

を伴う業務 

エ 心肺機能停止状態にある傷病

者に対する胸骨圧迫心マッサー

ジを行う業務 

オ 一見して死亡状態と判断でき

る者又は観察等の結果、死亡状

態と判断できる者を観察する業

務 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第２条、第６条の２及び別表の規定は、この条例の施行の日以後の特殊

勤務について適用する。 
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  令和６年２月２６日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

（提案理由） 

 著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務をした消防職員に特殊勤務手当を支給す

るため、所要の改正をいたしたく提案するものであります。 
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第１２号議案 

 

綾瀬市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

綾瀬市介護保険条例（平成１２年綾瀬市条例第１４号）の一部を次のように改正す

る。 

第４条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に改め、同項第１号中「２８，１００円」を「２８，６００円」に改め、同項

第３号中「４１，９００円」を「４２，６００円」に改め、同項第４号中「５６，３

００円」を「６１，４００円」に改め、同項第５号中「６２，５００円」を「６８，

３００円」に改め、同項第６号中「７１，９００円」を「７８，５００円」に改め、

同号ア中「附則第７条第１項第２号イを除き、」を削り、同号イ中「又は第１５号イ

」を「、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項第７号中「８４，４

００円」を「９２，２００円」に改め、同号イ中「又は第１５号イ」を「、第１５号

イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項第８号中「９６，９００円」を「１０

５，８００円」に改め、同号イ中「又は第１５号イ」を「、第１５号イ、第１６号イ

又は第１７号イ」に改め、同項第９号中「１０９，５００円」を「１２２，９００円

」に改め、同号ア中「４，０００，０００円」を「４，２００，０００円」に改め、

同号イ中「又は第１５号イ」を「、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、

同項第１０号中「１２２，０００円」を「１３６，６００円」に改め、同号ア中「４，

０００，０００円以上５，０００，０００円」を「４，２００，０００円以上５，２

００，０００円」に改め、同号イ中「又は第１５号イ」を「、第１５号イ、第１６号

イ又は第１７号イ」に改め、同項第１１号中「１３４，５００円」を「１５０，２０

０円」に改め、同号ア中「５，０００，０００円以上６，０００，０００円」を「５，

２００，０００円以上６，２００，０００円」に改め、同号イ中「又は第１５号イ」

を「、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項第１２号中「１４７，

０００円」を「１６３，９００円」に改め、同号ア中「６，０００，０００円以上７，

０００，０００円」を「６，２００，０００円以上７，２００，０００円」に改め、

同号イ中「又は第１５号イ」を「、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、

同項第１３号中「１５９，５００円」を「１７７，６００円」に改め、同号ア中「７，
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０００，０００円」を「７，２００，０００円」に改め、同号イ中「又は第１５号イ

」を「、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項第１４号中「１７２，

０００円」を「１９８，１００円」に改め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号イ、

第１６号イ又は第１７号イ」に改め、同項第１５号中「１８４，５００円」を「２１

１，７００円」に改め、同号イ中「除く。）」の次に「、次号イ又は第１７号イに該

当する者を除く。」を加え、同項第１６号中「１９７，０００円」を「２５２，７０

０円」に改め、同号を同項第１８号とし、同項第１５号の次に次の２号を加える。 

(16) 次のいずれかに該当する者 ２２５，４００円 

ア 合計所得金額が１０，０００，０００円以上１５，０００，０００円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項

第１号イ（(1) に係る部分を除く。）又は次号イに該当する者を除く。） 

 (17) 次のいずれかに該当する者 ２３９，１００円 

ア 合計所得金額が１５，０００，０００円以上２０，０００，０００円未満で

あり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額についてこの号の区分による

額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの（令第３９条第１項

第１号イ（(1) に係る部分を除く。）に該当する者を除く。） 

 第４条第２項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度

まで」に、「１５，６００円」を「１７，０００円」に改め、同条第３項中「令和３

年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に、「１５，６００

円」を「１７，０００円」に、「２１，９００円」を「２３，９００円」に改め、同

条第４項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」

に、「１５，６００円」を「１７，０００円」に、「３８，８００円」を「４２，３

００円」に改める。 

 第６条第３項中「又は第９号ロ」を「、第９号ロ、第１０号ロ、第１１号ロ、第１

２号ロ又は第１３号ロ」に、「第９号まで」を「第１３号まで」に改める。 

附則第７条を削る。 

   附 則 
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 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第４条第１項第６号アの

改正規定及び附則第７条を削る改正規定は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第４条の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料につ

いて適用し、令和５年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

令和６年２月２６日提出 

 

  綾瀬市長 古 塩 政 由 

 

 （提案理由） 

第１号被保険者の保険料率等について、所要の改正をいたしたく提案するものであ

ります。 
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第１３号議案 

 

綾瀬市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例 

 

綾瀬市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成２５年綾瀬市条例第１１号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第７８条の２第１項及び第４項第１号の規定に基づき指定地域密着型サービス事業

者の指定に関する基準を定めるとともに、法第７８条の２の２第１項各号の規定に

基づく共生型地域密着型サービスに関する基準並びに法第７８条の４第１項及び第

２項の規定に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定めるものとする。 

 （指定地域密着型介護老人福祉施設の入所定員） 

第２条 法第７８条の２第１項の条例で定める数は、２９人以下とする。 

（指定地域密着型サービスの事業の申請者の資格） 

第３条 法第７８条の２第４項第１号の条例で定める者は、次の各号のいずれにも該

当する者とする。 

(1) 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３１条の１０の２に

定める基準に該当する者 

(2) 綾瀬市暴力団排除条例（平成２３年綾瀬市条例第９号）第２条第２号に掲げる

暴力団、同条第４号に掲げる暴力団員等又は同条第５号に掲げる暴力団経営支配

法人等でない者 

 （指定地域密着型サービスの事業に関する基準） 

第４条 法第７８条の２の２第１項各号並びに第７８条の４第１項及び第２項の条例

で定める基準は、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下「省令」という。）に定める基準の例

による。 

 （指定地域密着型介護老人福祉施設の設備） 



24 

第５条 前条の規定による省令第１３２条第１項第１号イの規定の適用については、

同号イ中「２人」とあるのは、「２人、当該居室について入所者のプライバシーが

配慮され、かつ、容易に個室に改修することができると認められる場合は２人以上

４人以下」とする。 

（記録の整備） 

第６条 第４条の規定による省令第３条の４０第２項、第１７条第２項、第３６条第

２項、第４０条の１５第２項、第６０条第２項、第８７条第２項、第１０７条第２

項、第１２８条第２項、第１５６条第２項及び第１８１条第２項の規定の適用につ

いては、これらの規定中「２年間」とあるのは、「５年間」とする。 

（指定の特例） 

第７条 この条例の規定にかかわらず、法第７８条の２第１項の申請に係る事業所が

綾瀬市の区域外に所在する場合の法第４２条の２第１項本文の指定にあっては、当

該事業所が所在する市町村（特別区を含む。）の条例で定める指定に関する規定に

基づき、その指定を行うものとする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  令和６年２月２６日提出 

 

                        綾瀬市長 古 塩 政 由 

 

 （提案理由） 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

について、規定の整備を図るため、所要の改正をいたしたく提案するものであります。 
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第１４号議案 

 

綾瀬市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準等を定める条例 

 

綾瀬市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

等を定める条例（平成２５年綾瀬市条例第１２号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第１１５条の１２第２項第１号の規定に基づき指定地域密着型介護予防サービス事

業者の指定に関する基準を定めるとともに、法第１１５条の１４第１項及び第２項

の規定に基づく指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準を定めるものとする。 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業の申請者の資格） 

第２条 法第１１５条の１２第２項第１号の条例で定める者は、次の各号のいずれに

も該当する者とする。 

(1) 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の２７の２に

定める基準に該当する者 

(2) 綾瀬市暴力団排除条例（平成２３年綾瀬市条例第９号）第２条第５号に掲げる

暴力団経営支配法人等でない者 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業等に関する基準） 

第３条 法第１１５条の１４第１項及び第２項の条例で定める基準は、指定地域密着

型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サ

ービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生

労働省令第３６号。以下「省令」という。）に定める基準の例による。 

（記録の整備） 

第４条 前条の規定による省令第４０条第２項、第６３条第２項及び第８４条第２項
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の規定の適用については、これらの規定中「２年間」とあるのは、「５年間」とす

る。 

（指定の特例） 

第５条 この条例の規定にかかわらず、法第１１５条の１２第１項の申請に係る事業

所が綾瀬市の区域外に所在する場合の法第５４条の２第１項本文の指定にあっては、

当該事業所が所在する市町村（特別区を含む。）の条例で定める指定に関する規定

に基づき、その指定を行うものとする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  令和６年２月２６日提出 

 

                        綾瀬市長 古 塩 政 由 

 

 （提案理由） 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定

める条例について、規定の整備を図るため、所要の改正をいたしたく提案するもので

あります。 
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第１５号議案 

 

綾瀬市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等を定める条例 

 

綾瀬市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法の基準等を定める条例（平成２６年綾瀬市条例

第３１号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第１１５条の２２第２項第１号の規定に基づき指定介護予防支援事業者の指定に関

する基準を定めるとともに、法第５９条第１項第１号並びに第１１５条の２４第１

項及び第２項の規定に基づく指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定

介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等を定めるもの

とする。 

 （指定介護予防支援の事業の申請者の資格） 

第２条 法第１１５条の２２第２項第１号の条例で定める者は、次の各号のいずれに

も該当する者とする。 

(1) 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の３４の２に

定める基準に該当する者 

(2) 綾瀬市暴力団排除条例（平成２３年綾瀬市条例第９号）第２条第５号に掲げる

暴力団経営支配法人等でない者 

 （指定介護予防支援の事業等に関する基準） 

第３条 法第５９条第１項第１号並びに第１１５条の２４第１項及び第２項の条例で

定める基準は、指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働

省令第３７号。以下「省令」という。）に定める基準の例による。 

（記録の整備） 

第４条 前条の規定による省令第２８条第２項の規定の適用については、同項中「２

年間」とあるのは、「５年間」とする。 
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附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  令和６年２月２６日提出 

 

                        綾瀬市長 古 塩 政 由 

 

 （提案理由） 

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予

防のための効果的な支援の方法の基準等を定める条例について、規定の整備を図るた

め、所要の改正をいたしたく提案するものであります。 
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第１６号議案 

 

綾瀬市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定め

る条例 

 

綾瀬市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（平

成３０年綾瀬市条例第８号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第７９条第２項第１号の規定に基づき指定居宅介護支援事業者の指定に関する基準

を定めるとともに、法第４７条第１項第１号並びに第８１条第１項及び第２項の規

定に基づく指定居宅介護支援の事業の人員及び運営に関する基準等を定めるものと

する。 

（指定居宅介護支援の事業の申請者の資格） 

第２条 法第７９条第２項第１号の条例で定める者は、次の各号のいずれにも該当す

る者とする。 

(1) 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１３２条の３の２に定

める基準に該当する者 

(2) 綾瀬市暴力団排除条例（平成２３年綾瀬市条例第９号）第２条第５号に掲げる

暴力団経営支配法人等でない者 

 （指定居宅介護支援の事業等に関する基準） 

第３条 法第４７条第１項第１号並びに第８１条第１項及び第２項の条例で定める基

準は、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省

令第３８号。以下「省令」という。）に定める基準の例による。 

 （記録の整備） 

第４条 前条の規定による省令第２９条第２項の規定の適用については、同項中「２

年間」とあるのは、「５年間」とする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  令和６年２月２６日提出 
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                        綾瀬市長 古 塩 政 由 

 

 （提案理由） 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例について、

規定の整備を図るため、所要の改正をいたしたく提案するものであります。 
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第１７号議案  

 

綾瀬市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

綾瀬市国民健康保険税条例（昭和３２年綾瀬町条例第４号）の一部を次のように改

正する。 

附則第１４項を削る。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  令和６年２月２６日提出 

 

 綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

 （提案理由） 

 新型コロナウイルス感染症等に係る国民健康保険税の減免の申請書の提出期限の特

例を廃止するため、所要の改正をいたしたく提案するものであります。 
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                               第１８号議案 

 

   綾瀬市ひとり親家庭等児童就学援助金条例を廃止する条例 

 

 綾瀬市ひとり親家庭等児童就学援助金条例（平成１７年綾瀬市条例第７号）は、廃

止する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前に廃止前の綾瀬市ひとり親家庭等児童就学援助金条例の規

定に基づいて支給した援助金の返還については、なお従前の例による。 

令和６年２月２６日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

 （提案理由） 

ひとり親家庭等の児童の就学に係る援助制度の見直しに伴い、綾瀬市ひとり親家庭

等児童就学援助金条例を廃止いたしたく提案するものであります。 
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第１９号議案 

 

綾瀬市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例 

 

綾瀬市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条

例（平成２６年綾瀬市条例第２７号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」

という。）第３４条第２項及び第４６条第２項の規定に基づき、特定教育・保育施

設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定めるものとする。 

 （暴力団排除） 

第２条 法第５８条第１項に規定する特定教育・保育施設等は、綾瀬市暴力団排除条

例（平成２３年綾瀬市条例第９号）第２条第２号に掲げる暴力団、同条第４号に掲

げる暴力団員等又は同条第５号に掲げる暴力団経営支配法人等であってはならない。 

 （特定教育・保育施設等の運営に関する基準） 

第３条 法第３４条第２項の条例で定める特定教育・保育施設の運営に関する基準及

び法第４６条第２項の条例で定める特定地域型保育事業の運営に関する基準は、特

定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の

運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号。以下「府令」という。）に定め

る基準の例による。 

 （委任） 

第４条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （連携施設に関する経過措置） 

２ 第３条の規定による府令附則第５条の規定の適用については、同条の規定中「１

０年」とあるのは、「５年」とする。 

  令和６年２月２６日提出 
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                        綾瀬市長 古 塩 政 由 

 

 （提案理由） 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例につ

いて、規定の整備を図るため、所要の改正をいたしたく提案するものであります。 
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第２０号議案  

 

   動産の取得について 

 

  次の動産を取得します。 

１ 動産の名称 小学校教師用指導書 

２ 契 約 金 額 ３８，５８３，４９０円 

３ 契約の相手方 神奈川県厚木市東町７番２号 

有限会社栄光堂 

         代表取締役 石村 哲也 

４ 契約の方法 随意契約 

令和６年２月２６日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 

（提案理由） 

小学校教師用指導書を取得したいので、綾瀬市議会の議決に付すべき契約及び財産

の取得又は処分に関する条例第３条の規定により提案するものであります。 
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第１号報告  

 

専決処分の報告について 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定により議会において指定されている事項につい

て、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告します。 

令和６年２月２６日提出 

  

綾瀬市長 古 塩 政 由  

 



○写  
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専  決  処  分  書 

 

綾瀬市国民健康保険条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分する。 

 

   綾瀬市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

綾瀬市国民健康保険条例（昭和３４年綾瀬町条例第４号）の一部を次のように改正

する。 

 第１条の３を削る。 

第４条第４号中「法」を「国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法

」という。）」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

令和６年２月９日 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由 

 

理 由 

 国民健康保険法の改正に伴い、綾瀬市国民健康保険条例の一部改正について、条文

の文言整理を図るため、地方自治法第１８０条第１項の規定により議会において指定

されている事項について専決処分する。 
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第２号報告  

 

専決処分の報告について 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定により議会において指定されている事項につい

て、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告します。 

令和６年２月２６日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由 



○写  
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専  決  処  分  書 

 

綾瀬市市営住宅条例の一部を改正する条例について、次のとおり専決処分する。 

 

   綾瀬市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

綾瀬市市営住宅条例（平成９年綾瀬市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

第６条第２号ク(ｲ) 中「第１０条第１項」の次に「又は第１０条の２」を、「おい

て」の次に「これらの規定を」を加える。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

令和６年２月５日 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由 

 

理 由 

 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律の改正に伴い、綾瀬市市

営住宅条例の一部改正について、条項を引用する規定の整理を図るため、地方自治法

第１８０条第１項の規定により議会において指定されている事項について専決処分す

る。 
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第３号報告  

 

専決処分の報告について 

 

地方自治法第１８０条第１項の規定により議会において指定されている事項につい

て、別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告します。 

令和６年２月２６日提出 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由 



○写  
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専  決  処  分  書 

 

綾瀬市公共下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例について、次の

とおり専決処分する。 

 

   綾瀬市公共下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

綾瀬市公共下水道事業の設置等に関する条例（令和元年綾瀬市条例第１３号）の一

部を次のように改正する。 

第６条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

令和６年２月８日 

 

綾瀬市長 古 塩 政 由 

 

理 由 

 地方自治法の改正に伴い、綾瀬市公共下水道事業の設置等に関する条例の一部改正

について、条項を引用する規定の整理を図るため、地方自治法第１８０条第１項の規

定により議会において指定されている事項について専決処分する。 

 


